
こ申案臥上記秋北バス事件とその疲の累次の最高裁判決において就業
規則変更法理が確立しており, -般にも就業規則は変更可能なものと考え

られてL,-て1労使当事者はこれを認識していると考えられることから1就

業規則の変更が行われる場合にも,当該変更が合理的である場合には当該

変更後の就業規則の内容が労働契約の内容になるとの意思の合致がl労使

当事者にあるものと考えられることによるものである.ただしl当該労働

条件については将来におt,1ても就業規則によっては変更しないとの労使当

事者間の明示又は然示の合意があったと認定できる場合も考えられるため

推定規定とし,反証を認めるものである,

本規定によれば,就業規則の変更による労働条件の変更は,労使当事者

間の合意の範園内のものであってl労働契約そのものの変更ではないとさ
一

れl契約の-方当事者く使用者Jに契約の変更権を与えるもOjではないた

め-契約につVlての-般原則に合致する.

案魯 r就業規則による労働条件の変更が合理的なものであれば,労働者は

これに拘束されるo ただし,労使当事者間で当該労働条件につVlて就業規

則によっては変更しないことの合意がある場合には,この限りでない.J旨
の規定を設けるo

この案はl解雇権濫用法理によって解雇が制限されており,解雇と新たな

労働者の雇入れによって労働条件の変更を実現することは容易でなt,1こと

かち,企業が経営環境の変化に適応して存続し発展するたゆの労働条件の変
更の必要性に応じるため.使用者に合理的な範囲内で労働契約を-方的に変

更する権限を与えるものである.

Lただし1特定の労働粂件について.将来に軍セーても就業規則によっては変
更しないとの合意があったと認定できる場合には就業規則の変更よりも当

該合意が優先することを,法律で明らかにしたものである,

これに関して, -般的には,法律により-方当事者に契約の-方的な変更

権を与える場%lに虹行政当局による承認が必要とされたり く保険業法第

240条の2-ll等J,変更を確認する判決.までは相手方当事者が相当と認め

る範囲の義務の履行で足りることとし判決薩定後遡って精算するく借地借家

法第11粂等1など.厳密な手続が求められている.

このため,案t2,を琴る場合には.このような厳密な手続や代償措置を求め

る必要性やその内容について,議論を深めるべきである くなお,案0におい

ても-厳密な手続や代償措置が卑要であるとすることは考えられるが1案0
はl契約の変更ではなく当事者の意思の範園内での労働条件の変更であると

の構成を明らかにしているものでありl信義則上相当な手続を取ることは要
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